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1 一貫指導の観点からの「競技
者育成システム」の必要性

共通Ⅰの「競技者育成プログラムの理念」で
学んだように今日のスポーツ界は、科学技術
の向上により国際的な競技レベルが急速に上
がり、日本が取り入れてきた「選手を選抜し、
強化する」というシステムでは対応できなくな
ってきた（図１）。
日本ではジュニア期の競技者については学
校における指導者が、トップレベルを目指し
ている競技者については大学、企業等におけ
る指導者が、それぞれの考え方に基づき指導
を行い、これらの競技者のうち、国内の競技
大会で好成績を収めて自然発生的に出てくる
選手を、オリンピックや国際競技大会への参
加に当り強化するという育成システムが主体
となってきた。
しかしながら、このシステムでは、競技者

の能力を将来に向けて適切に伸ばすための指
導が十分行なわれず、とりわけ競技者の育成
において最も重要なジュニア期における指導
が、各就学段階を通じて継続的に行われにく
かった。このことが、競技者の育成を計画的
に行う諸外国と比較して、日本の国際競技力
が低下1した要因のひとつと考えられる。
一方で、競技生活の過度化は、競技者のバ

ーンアウト（燃え尽き）やオーバーユーズド（負
傷によるリタイア）の問題も多く生み出してい
る。これらを防止し、競技寿命の長期化とと
もに、競技者のキャリア形成のサポートを図
っていく必要性が高まっている。
このため、我が国は現在の育成システムを

見直し、優れた素質を有する競技者が、指導
者や活動拠点等にかかわらず、一貫した指導
理念（共通Ⅰテキスト27ページ参照）に基づい
て、個人の特性や発達段階に応じた最適の指
導を受けることを通じ、トップレベルの競技
者へと育成され、引退後のキャリアをも考慮

第６章 競技者育成のための指導法

2 競技者育成システムにおける
指導計画

この項では、国の施策として将来性豊かな競技者をいち早く「見つけ、育てて、世

界で活躍させる」ための長期的展望に立脚した指導計画立案の必要性と、制度や組織

といった社会的観点からの競技者育成システムを学習する。

また、海外の競技者育成システムを参考として、日本の文化、民族性、慣習、社会

制度に見合った独自の競技者育成システムを考える。

1 国際競技力の低下
1996年のアトランタ
オリンピックにおい
て、日本のメダル獲得
率（メダル獲得数をそ
のオリンピックにおけ
る総メダル数で除した
数値）が、1.7％まで
低下した。これは他国
のGDP（国内総生産）
など、国際経済力と比
較すると、きわめて低
い数字である（図1）。
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図1●主要ＮＯＣの北京五輪メダル数とＧＤＰ（国内総生産）との相関　（吉田、2012） 
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